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1.　イントロダクション

　現代の日本の政治および地方自治における一つの問題は，地方議会議員・自
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概要
　現代の日本の地方自治における一つの問題は，選挙における立候補人数の減
少・無投票当選の増加である。本稿では，この問題の解決への具体策の一つと
して検討されている議員報酬増額の効果を明らかにするため，市区町村議会に
着目したうえで，議員報酬額が選挙における立候補や議会の活動状況に与える
影響を推定した。加えて，日本においては，これまでの理論研究における設定
と異なり，各議会が議員報酬額を自主的に定めているため，このシステムに起
因して議員報酬の増額が有権者の投票行動に影響を与えるという仮説を立てそ
の検証も行った。操作変数を用いた分析の結果，議員報酬額は 1 議席あたりの
立候補人数・立候補者平均年齢に影響を与えるもののその効果の大きさは小さ
いこと，報酬を増やした場合投票率が高まることが示唆された。一方で，本稿
では，議員報酬額が任期中の議員提案条例可決数に影響を与える証拠は得られ
なかった。

─────────────────
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本稿は，2021 年度早稲田商学学生懸賞論文において最優秀論文賞を受賞した論文であり，かつ
所定の査読を経て早稲田商学に掲載が承認されたものである。
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治体首長選挙における立候補者の減少・無投票当選の増加である。例えば，

2019 年に行われた第 19 回統一地方選挙では，立候補者が定員に満たないため

に無投票当選となった当選者の割合は道府県議会選挙で 26.9％，町村長選挙で

45.5％，町村議会議員選挙で 23.3％にそれぞれ達した。これは，道府県議会選

挙及び町村議会議員選挙では過去最高の水準である⑴。

　こうした選挙における立候補人数の減少や無投票当選の増加は，地方自治体

の重要な役職の選定に関して住民の選択の余地を狭め，政治家としての能力が

高くない人をそうした役職に就任させてしまう蓋然性を高めるために，地方自

治の質の低下という問題を招く可能性がある。このような議員・首長の立候補

者不足及びそれに起因する地方自治の質の低下を防ぐための具体策としては，

議員・首長報酬の増額が挙げられる。実際に全国町村議会議長会も，議員報酬

の増額が町村議員の立候補者不足の解決に寄与する可能性があることを指摘し

ている（町村議会議員の議員報酬等のあり方検討委員会，2019）。

　こうした議論が行われている一方で，議員・首長報酬の増額の影響は日本に

おいては未だ実証的に明らかになっていない。本稿の目的は，市区町村議会・

議員に着目したうえで，議員報酬額が選挙における立候補や議会の活動状況に

与える影響を定量的に明らかにし，前述した議論の進展に貢献することである。

　海外においては，政治家の報酬が立候補や政治のパフォーマンスに与える影

響について数多く分析されている。実証研究としては，Ferraz and Finan

（2009）や Gagliarducci and Nannicini（2013）などが良く知られており，これ

らの研究では，報酬額が立候補人数・立候補者の能力・任期中のパフォーマン

スに正の影響を与えることが確認されている。一方で立候補者の能力や任期中

のパフォーマンスに関しては，Mattozzi and Merlo（2008）などの理論研究か

ら，報酬額が必ずしも正の影響を与えるとは限らないことも示唆され，統一的
─────────────────
⑴　日本経済新聞「町村長選の 45％が無投票 議員選 23％，定数割れも」（2019 年 4 月 16 日）。毎日

新聞「統一地方選：41 道府県議選告示 無投票当選，最高 26.9％」（2019 年 3 月 30 日）。
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な見解は得られていない。

　なお，日本においては，これまでの理論研究における設定と異なり，各市区

町村の議会が議員報酬額を自主的に定めている。本稿では，このシステムに起

因して議員報酬の増額が有権者の投票行動に影響を与える，という可能性も指

摘する。具体的には，議員報酬額の増額が選挙での審査の対象となるために，

増額すると現職得票率・投票率が下がるという仮説を立て，その検証を行う。

　以上のような効果の推定・仮説の検証においては，議員のなり手不足や議会

の活性化の度合いなどの観測不可能な要因と議員報酬額が相関することで生じ

る内生性を考慮し，操作変数を用いた分析を行う。具体的にはその市区町村と

同一都道府県の市区町村の平均報酬額や報酬増額の割合を操作変数とする。

　結果として，議員報酬額が 1 議席あたりの立候補人数や立候補者平均年齢に

影響を与えるものの効果の大きさは小さいことや，仮説に反して報酬を増やし

た場合投票率が高まることが示唆された。またパフォーマンスの代理変数とし

ての議員提案条例可決数に議員報酬額が影響を与える証拠は得られなかった。

　本稿の構成は以下のとおりである。第 2 章において理論的背景の説明や過去

の実証研究のレビューを行ったのち，第 3 章で検証する仮説を提示する。第 4

章ではデータ及びその記述統計について説明を行い，第 5 章では分析手法を提

示する。第 6 章では結果を示し，最終的に第 7 章で結論を述べる。

2.　理論的背景と先行研究

2.1.　理論的背景

　議員報酬が選挙や政治家のパフォーマンスにどのような影響を与えるかに関

する理論的な議論には，市民候補者モデル（citizen-candidate model）・政治的

エージェンシーモデル（political agency model）などゲーム理論のモデルが用

いられてきた。ゲーム理論が用いられた理由は，政治家の労働市場は一般的な

労働市場と異なり，選挙を介したシステムであり，他の候補者の主張や能力を
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考慮した候補者の戦略がアウトカムに大きな影響を及ぼすためである。

　市民候補者モデル（Osborbe and Slivinsk, 1996 など）は市民の選挙への立

候補に関する予測を与えている。このモデルの中では，各プレイヤーの利得は，

（1）自身の理想の政策と実際の政策の乖離，（2）出馬コスト，（3）政策を実現で

きること以外の当選のベネフィット（議員報酬を含む），の 3 つによって構成

される。Osborbe and Slivinski（1996）によれば（2）に比べて（3）が大きくなる

ほど立候補人数は増えることから，報酬額は立候補人数に正の影響を与える。

　こうした市民候補者モデルの中には，候補者の能力を考慮したモデルも存在

する。例えば，Caselli and Morelli（2004）は，民間市場での能力と政治的な

能力が相関していると仮定し，議席・政権を得ることからの金銭的ベネフィッ

トが減るほど，立候補者に占める能力の高い人の割合が減るという予測を与え

ている。一方で，Messner and Polborn（2004）や Matozzi and Merlo（2008）

は，報酬が増加すると候補者の平均的な質が低下する可能性があることを指摘

している。前者は，報酬の上昇が立候補者の増加を促すため，能力の高い個人

が「フリーライド」を行い立候補しない可能性があることを明らかにしている。

また，後者は，リタイアまで政治家であり続ける career politicians と民間企

業でも働く political careers という政治家の区別を行ったうえで，報酬の増額

で後者の平均的な能力が下がる可能性があることを指摘している。

　また，政治的エージェンシーモデルは，主体（プリンシパル）と委任先（エー

ジェント）の関係性を分析するプリンシパル・エージェント理論を政治の文脈

に応用したものである。このモデルの中には，市民が政治家に国家・自治体の

運営権を委託していると考える，すなわちプリンシパルを市民，エージェント

を政治家とみなしたものがある（Ferejohn, 1986 など）⑵。この枠組みを用いて，

Besley（2004）は，報酬の増額が政治家のパフォーマンスに与える影響を分析
─────────────────
⑵　electoral agency と呼ばれる。他に政治家をプリンシパル，官僚をエージェントとした bureau-

cratic agency のモデルも存在する。
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している。この研究においては，政治家は「良（congruent）」と「悪（disso-

nant）」の 2 種類に分類され，前者は常に有権者の目的に沿って行動すること，

後者は有権者の望む行動と異なる行動をとることで自分自身の利益を得るとさ

れている。このモデルは，報酬が増加した場合，再選のインセンティブが高ま

り，後者のタイプであっても任期中に有権者の望む行動をとりやすくなる（規

律効果）ことを明らかにしている。一方，後者のこうした行動は，有権者によ

る現職者のタイプの判別を難しくさせ，選挙において悪い政治家を再選させて

しまうことにもつながる（選択効果）可能性があることがモデルにより示唆さ

れている。

　全体として，これらの理論では，議員報酬額が選挙への立候補人数を増やす

ことが示唆されている一方で，議員報酬額が候補者・当選者の能力や任期中の

パフォーマンスに与える影響の方向性に関し統一的な見解は得られていない。

2.2.　実証研究

　政治家の報酬が与える影響に関しては，前節のような理論的な議論に基づい

た実証研究も盛んに行われている。しかし，報酬の影響の分析には内生性の問

題があるため，純粋な因果効果に迫ることができている研究は限られている。

　自然実験を活用した分析では，Ferraz and Finan（2009）と Gagliarducci 

and Nannicini（2013）が示唆に富む結論を与えている。Ferraz and Finan

（2009）はブラジルを分析対象とし，2000 年に行われた憲法改正（各自治体の

人口に応じた地方議員の報酬の上限が定められたこと）を利用した分析を行っ

ている。結果として，報酬額が高くなるほど競争率，候補者の能力（学歴・前

職・政治経験）及びパフォーマンス（条例提案数・可決数）が高まることが明

らかにされている。また，Gagliarducci and Nannicini（2013）はイタリアの自

治体首長報酬が人口に応じて決定される状況を活かした分析を行っている。彼

らの分析は，報酬の上昇により，（1）教育年数の長い人や専門的な職業に就い
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ていた人が首長に立候補する確率が高まり，（2）当選者が財政面でより健全な

行政運営を行う傾向が強まることを示している。さらに，彼らは，後者のメカ

ニズムについて，首長の 3 選禁止の法律を活用し 1 期目と 2 期目を比較するこ

とで，「再選のインセンティブが高まった」ことによる影響に比べ「より能力

が高い人が就任した」ことによる影響が強いことを明らかにしている。

　構造推定を行った研究としては，アメリカ連邦議会議員のキャリア決定に影

響を与える可能性がある政策の影響を分析した Keane and Merlo（2010）の研

究が挙げられる。彼らの研究は，政治家の種類によって政策の影響が大きく異

なること，議員報酬の引き下げ政策が民主党員，特に初当選時に比較的若かっ

た政治家をより議会から退出させることを明らかにしている。

　また，アメリカの州議会における議員報酬額が議員の経済的多様性に与える

影響を分析した Carnes and Hansen（2016）は，議員の報酬が高い州では低い

州に比べて労働者階級出身者の議員の割合が変わらないか少ない傾向があると

結論付けている。このほか，議員報酬額が候補者・当選者の属性や構成に与え

る影響を分析した研究として，欧州議会を対象とした Fisman et al.（2015），

フィンランドを対象とした Kotakorpi and Poutvaar（2011）がある。

3.　仮説

　先行研究に基づく予測を整理すると，後述するデータで検証可能な以下のよ

うな仮説を立てることができる。

仮説 1： 議員報酬が高まるほど選挙において1議席あたりの立候補人数が増える。

仮説 2：議員報酬が高まるほど議会のパフォーマンスが高まる。

　ここで，仮説 1 は市民候補者モデル，仮説 2 は過去の実証研究や議員報酬額
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の上昇により再選のインセンティブや平均的な当選者の能力が高まることを示

した理論研究に基づくものである。ただし，議員報酬額と当選者の平均的な能

力の関係については高い議員報酬額が当選者の平均的な能力を下げるという別

の見解も存在する。この見解が正しい場合，能力の低下がパフォーマンスの低

下をもたらすため仮説が支持されない可能性もある⑶。これらの仮説の検証に

加え，報酬額によって立候補者の属性（性別・年齢）が変化するかどうかの確

認も行う。アメリカを分析した Carnes and Hansen（2016）の結果同様，日本

でも報酬額によって属性が変化する可能性がある。

　ここまでは，先行研究に倣い，国などの上位の主体により議員報酬が決定さ

れるものとして議員報酬額が与える影響を考えてきた。しかし，本稿で扱う日

本の地方議会では自治体・議会により自主的に議員報酬が決定されている。こ

うした設定において議員報酬の増額がどのような影響を与えるかに関して考察

することは極めて重要であるため，以後検討を行っていく。

　日本においては，議員報酬は地方自治法第 203 条により各自治体の条例で定

めることが規定されている。したがって，議員報酬の設定は，議員自身の行動

の結果である条例改正によって行われる⑷。本稿において着目したい点は，こ

うした議員による条例改正は，議員の業績の 1 つになる可能性があるというこ

とである。もしそうであれば，条例改正は，選挙において，有権者が投票先を

決定する際の有用な情報になりうる。なぜなら，投票行動モデルの一つである

回顧投票・業績評価投票（retrospective voting）が指摘するように，有権者

は過去の議会・政府の業績に基づいて投票行動を決定する可能性があるためで

ある（Key, 1966）。業績評価投票では，有権者は業績が良い場合に政権への支

─────────────────
⑶　なお，先行研究は報酬額が候補者の能力（学歴・職歴）に与える影響を推定しているが，本稿で

はデータソースに学歴の情報が存在しないほか，前職も欠損が非常に多いため分析が難しい。
⑷　後述するように，多くの市区町村では報酬額に対して提言を行う審議会が存在する。しかし，こ

こで着目しているのは，最終的な報酬額の改定は条例改正という議員のアクションによって達成さ
れるという点である。



8 早稲田商学第 463 号

8

持票を通して政権を賞し，業績が悪い場合には野党への支持票を通して政権を

罰するとされる。ここで問題となるのは，仮に議会が「議員報酬増額」の条例

改正を行った場合に有権者がどういった業績評価を下すかということである。

これは，有権者が「増額」を正当と考えるかどうかに依存すると考えられる。

　前述のように，議員報酬が議員のパフォーマンスに正の影響を与える可能性

は複数の実証研究により指摘されている。有権者がこの影響を認識している場

合には，増額はパフォーマンスを高めるための正当な政策の 1 つであると考え

るかもしれない。一方で，知らない場合には，有権者は増額に関して，政治家

による自身の利益追求行為とみなすかもしれない。さらに，税金における自ら

の取り分が不当に減らされたと考え，良い印象を抱かない可能性もある。

　ここにおいて，大きな問題となるのは，有権者が「議員報酬の増額」という

現象は観察できる一方で，その決定に至ったプロセスや理由を完全に把握でき

ない可能性があるということである。プリンシパル・エージェンシー理論にお

いては，プリンシパルとエージェンシーの間には情報の非対称性が存在し，プ

リンシパルはエージェントが持つ情報を全て把握することは難しいとされる

が，こうした両者の関係性は政治的エージェンシーモデルにおいても指摘され

ている（Canes-Wrone et al., 2001）。こうした情報の非対称性の下では，仮に

正当な理由があり議員報酬の増額が行われたとしても，有権者はその正当な理

由を把握できず，税金における政治家の取り分が不当に増やされた末に不満を

覚え，選挙においてそうした決定を行った議員を「罰」するかもしれない。よっ

て業績評価投票及び情報の非対称性の仮定の下で，以下の仮説が導かれる。

仮説 3： 次の選挙における現職者の得票率は，議員報酬の増額が行われた場合，

増額しない場合に比べ低くなる。

　以上の仮説は，地方議会において，有権者が業績に基づいて賞罰を与える対
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象が現職者であるという可能性に基づいている⑸。また，上記と同様の論理で，

議員報酬の増額は有権者に地方自治に対する不信を与えるかもしれない。有権

者の信頼・不信は選挙での参加・棄権の選択に影響を与える（信頼があると参

加し，不信があると棄権する）ことが複数の文献（Grönlund and Setälä, 2007; 

Cox, 2003 ほか）で示唆されているため，追加的に以下の仮説も立てる。

仮説 4： 次の選挙における投票率は，議員報酬の増額が行われた場合，増額し

ない場合に比べ低くなる。

　ここで，仮説 3，4 においては，議員報酬額のレベルではなく，増額を行っ

たか否かが興味の対象になっていることに注意されたい。これは仮説 3，4 が

業績評価投票の仮定に基づいているためであるが，本稿において増額を行った

か否かを「業績」として考えたことには 2 つの理由がある。

　一点目は地方議員にとっては，条例の制定・改正こそが「業績」であると考

えられるためである。有権者は議員報酬額よりも議員報酬の変更という条例改

正の行動の方が「業績」として理解しやすいと考えられる。二点目は，業績評

価投票が「有権者が業績を観察できる」という仮定に基づいているためである。

議員報酬額そのものは，公表されているものの，立候補を検討・考慮する人な

どを除いてはその額を調べる有権者自身は限られると考えられる。その一方

で，議員報酬額の増額はメディアを通じてニュースになりやすく⑹，有権者の

知るところとなりやすいと考えられる⑺。

─────────────────
⑸　それ以外の「賞罰」を与える対象としては議会の多数を占める会派の議員などが考えられる。し

かしながら，後述するデータソースに基づけば，多くの市区町村議会では政党・会派に所属しない
無所属議員が最大勢力となっている。無所属であるからといってある候補に賞罰を与える可能性は
低いため，今回の仮説から多数会派に関するものは除外した。

⑹　議員報酬増額の報道としては以下の例がある。
日本経済新聞「議員報酬増額案，8 日可決へ 名古屋市議会」（2016 年 3 月 12 日）。朝日新聞「富
山）議員報酬，特別職給料増額を答申 舟橋村審議会」（2019 年 2 月 19 日）。
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4.　制度的背景とデータ

4.1.　日本の市区町村議会における議員報酬

　本節においては，本稿における分析の対象となる日本の市町村議会の議員報

酬に関して，その背景と実態を説明する。

　議員報酬とは，議員が受け取る月額の給与である⑻。地方自治法第 203 条に

より，議員報酬の額及び支給方法は，それぞれの自治体が条例で定めることが

規定されている。

　多くの自治体では，議員報酬額の決定については行政・首長が審議会⑼を設

置している。住民・有識者で構成される審議会は，行政から諮問があった場合

に議論を行い，最終的に答申が行われる。一般的にはこの答申を基に条例改正

案が作成され，議会への提出がなされると考えられる。

　審議会等において議員報酬を検討する際，どのような事柄が考慮すべきかに

関して，法令上の規定は存在しない。すなわち，自治体ごとに額・支給方法が

異なるだけでなく，それらの提案を行う際に考慮する事項が異なる可能性があ

るということである。議員報酬の決定方法に関して各自治体でどのような議論

が行われているかについての包括的なレビューは少ないが，堀内（2016）はそ

うした文献の 1 つである。

　まず堀内（2016）は，こうした審議会による議員報酬額の変更の提案に関し

て，1960 年代の自治省による行政指導にまでその原点をさかのぼることがで
─────────────────
⑺　さらに，本稿では，有権者は増額率ではなく，増額というイベントに基づいて行動を変容させる

と仮定し，分析には，議員報酬額の増額率ではなく増額したか否かのダミー変数を用いる。これは，
有権者は増額したか否かを知っていても増額率までは詳しく知らない・認識していないというケー
スが想定されるためである。また，図表 8 より，増額を行った場合の増額率はその殆どが少額（15％
以下）に集中し分散が小さく，増額率を説明変数として用いても，増額ダミーを用いた分析に比べ
得られる情報はさほど増えないことも理由の一つである。

⑻　2008 年 6 月公布の地方自治法改正により，名称が統一された。国会議員における議員歳費に相
当する。

⑼　地方自治法第 138 条で規定される附属機関。特別職報酬等審議会などの名称が一般的である。
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きるとしている。また，中央官庁がこうした審議会を設置することを求めた意

図としては，審議会を住民運動などによる報酬引き下げへの圧力を民主的に取

り込む仕組みとして機能させることがあったことを指摘している。

　堀内（2016）は，その後，市町村議会議員の報酬に関しては，「類団比較」

と呼ばれる人口・財政規模が近い自治体である「類似団体」との比較を求める

自治省の指導や，全国市議会議長会・町村議会議長会による報酬モデル・基準

額の提示が行われ，実際にそれらが各自治体に大きな影響を与えたとしてい

る。後者に関しては，具体的には，市議会議員は議員報酬を市長給の概ね 1/2

に該当する一般職員の課長給を最低基準とした額，町村議会議員は議員の実働

日数と比較しつつも首長給の 30％ないし 31％を標準とした額がそれぞれ 1969

年・1978 年に提示された。堀内（2016）は，議員報酬額の平均がこの基準額

の平均と連動して推移しており，2010 年代においても，両者の差はほとんど

ないことを図表 1・図表 2 を用いて示している。

　個別の自治体の特別職報酬等審議会の議事録及び答申書からも，報酬額案の

検討プロセスにおいてこうした類似団体との比較や，自治体一般職員との比較

が行われていることが示唆される。例えば，中核市である愛知県豊田市の審議

会の 2018 年度の答申書には，市議会議員の報酬額に関して，一般職員の給与

改定，市長など特別職の給与の状況，人口規模が類似の自治体の報酬額を踏ま

えて審議を行ったことが記載されている。その一方で，大幅な税収減を見越し

議員の職責や政策提言への期待が高まっていることから，議員のなり手確保や

議会活性化のために増額すべきという意見が出されたことも記録されており，

類似団体の議員報酬額・自治体一般職員の給与のほかにも，財政状況や現在の

議会活動の状況・前回選挙の結果に基づく示唆が議員報酬額に影響を与えた可

能性があることもわかる⑽（豊田市議員報酬等及び特別職の給与に関する審議

─────────────────
⑽　この答申書では最終的に，2019 年 4 月 1 日からの 6000 円の増額が答申されている。
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会，2018）。その他，自治体により答申書の形式や情報の粒度は異なるものの，

2015 年度の京都府長岡京市や 2019 年度の千葉県酒々井町など多数の自治体の

審議会の答申書で，類似団体の議員報酬額や現在の財政状況を基に議員報酬額

の提案額を決定していることが示唆される（長岡京市議員報酬額等審議会，

2015 ほか）。

　したがって，以上の議論から，議員報酬額が立候補者の人数・属性や議会活

動・投票行動に与える影響を推定する際に，職員の給与や財政状況・地域にお

ける議員のなり手不足の程度などの要因を考慮しなかった場合，推定結果は欠

図表 1　市課長給と市議会議員報酬の推移

月
額
（
円
）

1968
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

市長の 1/2 市議 課長（25－30. 30－35avg）

1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013

（出所）　堀内（2016），データは地方公務員給与制度研究会「地方公務員給与の実態」

図表 2　町村長給与と町村議会議員報酬の推移

月
額
（
円
）

1968
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

町村長 30％水準 町村議

1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013

（出所）　堀内（2016），データは地方公務員給与制度研究会「地方公務員給与の実態」
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落変数バイアスを伴っている蓋然性が高いことが分かる。本稿においては，後

述するように観察可能な変数のコントロールを行うほか，操作変数法・固定効

果を考慮した分析によってこのバイアスに対処する。

4.2.　データおよび記述統計

　本稿では，2005 年度から 2019 年度までの日本の市区町村・選挙レベルのデー

タセットを構築し，分析において使用する。

4.2.1.　被説明変数

　被説明変数のデータは主に各市区町村の選挙管理委員会発表情報を掲載して

いるサイトである「選挙ドットコム」から取得する。「選挙ドットコム」には

2005 年度以降日本で行われたほとんどの選挙の投票率やその選挙で出馬した

全候補者の属性・得票数などが掲載されている。

　まず，仮説 1 の検証における被説明変数は，1 議席あたりの立候補者人数で

ある。また，立候補者女性割合・平均年齢を被説明変数とした分析も行う。

　また，仮説 3 では，有効得票数に占める現職の得票率が関心の対象となって

いる。この得票率をそのまま用いた場合，現職者 1 人あたりの得票率が増えた

場合に加え，立候補者に占める現職者の割合が増えた場合にも変数の値が大き

くなってしまう可能性がある。興味の対象は前者であるため，後者の影響を排

除でき，立候補人数にも影響を受けないと考えられる以下の指標を利用する。

調整済み現職 1 人当たり得票率＝

現職の得票率
現職の立候補者人数

　 現職の得票率 　
＋

　 現職以外の得票率 　
現職の立候補者人数　現職以外の立候補者人数 

（4.1）

この指標は，現職の 1 人あたり得票率と現職以外の 1 人あたり得票率とを比較

したものであり 1 に近づくほど後者に比べ前者が大きくなる⑾。さらに，仮説
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4 の検証では，各選挙における投票率を被説明変数として用いる。

　仮説 2 の検証では任期中の議員提案条例可決数を分析に用いることとする。

パフォーマンスの代理変数としてこの変数を用いるのは都道府県議会間の機能

の違いを分析した中谷（2009）に倣うものである。総務省「地方自治月報」に

おいて 2009 年度から 2017 年度までに各議会で可決した議員提案条例が掲載さ

れており，市区町村別に該当選挙から次回選挙までの期間での可決数を集計す

る⑿。なお，この変数は多くの市区町村が複数の観測値を持たないため後述す

る GMM 推定は行わない。

─────────────────
⑾　一部の選挙区が無投票となった場合には，（5.1）における立候補人数から無投票当選となった立

候補者の数を除く。
⑿　この変数については，当選者の任期の全てが 2009 年度から 2017 年度に含まれない選挙や任期が

3 年 11 ヶ月以上とならなかった選挙は欠損としている。前者はデータの観測期間の都合によるも
のであり，後者は変数の値が任期の長さに影響を受けると考えられるためである。

図表 3　被説明変数 ヒストグラム

（出所）　筆者作成
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　図表 3，図表 4 においてそれぞれ被説明変数のヒストグラム，要約統計量を

示す。

4.2.2.　説明変数

　仮説 1，2 の検証において，その影響に着目したい説明変数は議員報酬額で

ある。議員報酬額は総務省「地方公務員給与実態調査」に基づく値を用いる。

データソースには報酬額が改定された期日も掲載されているため，分析には，

各選挙の告示日時点での議員報酬額の値を用いることとする。また仮説 3，4

の検証に関しては，前回選挙時から該当選挙時の議員報酬額の増額に着目をす

ることになるため，増額が起きた場合に 1，そうでない場合に 0 を取る報酬増

額ダミーを用いる。

　さらに本稿では前節で述べた日本の市区町村議会における議員報酬額の決定

要因を考慮しつつ，Ferraz and Finan（2009）及び Carnes and Hansen（2016）

を参考にしてコントロール変数を選択する。具体的には，総務省統計局「統計

でみる都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）」より各選挙年度

図表 4　被説明変数 要約統計量

観測数 平均値
標準
偏差

最小値
第一四
分位数

中央値
第三四
分位数

最大値

1 議席あたり立候補人数 4550 1.161 0.127 0.500 1.071 1.139 1.231 1.900

立候補者女性割合 4514 0.111 0.084 0.000 0.056 0.100 0.161 0.484

立候補者平均年齢 3427 59.92 4.13 45.97 57.37 60.29 62.84 71.50

議員提案条例可決数 
（任期中）

2020 0.218 0.685 0 0 0 0 12

調整済み現職 1 人あたり
得票率

2427 0.528 0.068 0.279 0.483 0.528 0.572 0.895

投票率 2383 0.630 0.140 0.332 0.512 0.630 0.741 0.982

（注） 　それぞれの被説明変数の統計量は，その変数を用いた分析のうち最も多くの観測数を確保でき
た手法で用いたサンプルに基づき算出されている。

（出所） 　筆者作成
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の納税者 1 人あたり課税対象所得⒀，面積，市街化区域面積割合，可住地面積

割合を加える。また，総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯

数」より人口，75 歳以上人口割合，15 歳以下人口割合，総務省「地方財政状

況調査」より財源の余裕の度合いの大きさを示す財政力指数を加える。さらに，

政党の影響力を統制するために，前回当選者に占める無所属割合⒁を「選挙

ドットコム」掲載情報から作成しコントロールする。これらに加え，議員定数，

年度ダミー⒂，任期満了選挙ダミー，各回の統一地方選挙であることを示すダ

ミー，「地方公務員給与実態調査」に基づく選挙年度における市区町村職員の

数，平均給与額（いずれも全職種）をコントロールする。また後述する市区町

村固定効果を考慮しない分析においては，種別ダミー（市区町村それぞれに該

当することを示すダミー），都道府県ダミーを含める。なお，議員報酬額，納

税者 1 人あたり課税対象所得，面積，人口，財政力指数，職員数，職員平均給

与はそれぞれ自然対数を取り，分析に使用する。

　また，一部のモデルに関しては他の被説明変数の一部をコントロール変数と

して加えたうえで分析を行う。例えば，調整済み現職 1 人あたり得票率や投票

率は立候補者の人数・構成に影響を受けると考えられるため，前者の分析では

立候補者女性割合・立候補者平均年齢・立候補者無所属割合，後者の分析では

これらに加え 1 議席あたりの立候補人数をコントロールする。加えて，議員提

案条例可決数の分析では，当選者の属性（平均年齢・女性割合・無所属割合）

をコントロールするモデル・しないモデルを推定する⒃。なお図表 5 は全ての

─────────────────
⒀　課税対象所得の計算は年単位で行われるため，この変数は，選挙年度ではなく選挙年の値を用い

ている。なお，その年の市区町村税の課税対象所得を所得割の納税者数で除すことで変数を作成す
る。

⒁　選挙時点の議会における無所属議員の割合の代理変数として解釈できる。
⒂　その選挙の告示日の年度を基準に変数の作成を行う。
⒃　「前回当選者無所属割合」は任期中の議員提案条例可決数には影響を与えないと考えられるため

に，この分析においてはコントロールしない。また，2015 年・2019 年統一地方選ダミーも 1 を取
る観測値が無いためこの分析に含めない。
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説明変数の要約統計量を示している。データセットには，基本的に 2005 年度

から 2019 年度までの日本の市区町村の全ての選挙⒄が含まれるが，一部の変

図表 5　説明変数 要約統計量

観測数 平均値
標準
偏差

最小値
第一四
分位数

中央値
第三四
分位数

最大値

対数議員報酬額 4550 7.943 0.401 6.743 7.621 7.879 8.248 9.162

議員報酬増額ダミー 4521 0.159 0.365 0 0 0 0 1

対数 1 人あたり課税対象
所得

4550 7.935 0.159 7.587 7.832 7.914 8.014 9.361

対数人口 4550 10.065 1.476 5.056 9.018 10.092 11.061 15.136

議席数 4550 17.438 8.480 5 12 16 21 86

75 歳以上人口割合 4550 0.162 0.054 0.044 0.121 0.156 0.194 0.437

15 歳未満人口割合 4550 0.120 0.025 0.024 0.105 0.120 0.135 0.226

対数面積 4550 9.284 1.227 5.849 8.443 9.367 10.190 12.291

可住地面積割合 4550 0.489 0.299 0.024 0.233 0.428 0.747 1.000

市街化区域面積割合 4550 0.116 0.234 0.000 0.000 0.000 0.108 1.000

対数財政力指数 4550 -0.862 0.636 -2.996 -1.309 -0.799 -0.342 0.842

前回当選者無所属割合 4550 0.788 0.201 0.000 0.727 0.833 0.917 1.000

任期満了ダミー 4550 0.993 0.081 0 1 1 1 1

2011 年統一選ダミー 4550 0.142 0.350 0 0 0 0 1

2015 年統一選ダミー 4550 0.151 0.358 0 0 0 0 1

2019 年統一選ダミー 4550 0.148 0.355 0 0 0 0 1

対数自治体職員数 4550 5.662 1.136 2.708 4.812 5.565 6.412 10.685

対数職員平均給与 4550 8.038 0.059 7.744 8.002 8.042 8.079 8.211

当選者平均年齢 3556 59.830 4.090 44.290 57.250 60.150 62.670 71.500

当選者女性割合 4520 0.115 0.093 0.000 0.053 0.100 0.167 0.571

当選者無所属割合 4086 0.780 0.206 0.000 0.714 0.833 0.917 1.000

（注 1） 　議員報酬額の単位は百円，1 人あたり課税対象所得の単位は千円，職員平均給与の単位は百
円である。それぞれ自然対数をとったものの統計量を掲載している。

（注 2） 　最も多くの観測数を確保できた分析で用いたサンプルに基づき統計量が算出されている。
（注 3） 　サンプルにおける市区町村の数は 1735 であり，各市区町村は 1 つから 4 つの観測数を有し

ている。
（出所） 　筆者作成
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数に欠損が生じており，各モデルにおいて変数が全て揃わない選挙は分析から

除外される⒅。

4.2.3.　議員報酬額・議員報酬増減額の実態

　分析の前に，作成したデータセットから日本の市区町村議会の議員報酬額・

議員報酬増減額の状況を把握する。まず，図表 6 において議員報酬額のヒスト

グラム，図表 7 において議員報酬額・議員報酬増額ダミー・増額ダミーと同様

の手順で作成した議員報酬減額ダミーの要約統計量を示す。

　議員報酬額の標本平均は 305,848 円であり，標本中央値は 264,000 円である。

また，ヒストグラムを見ると右裾が広い分布を持つことが分かる。さらに，増

額ダミー・減額ダミーの平均値はそれぞれ 0.159，0.099 であり，全体のうち，

約 16％の選挙が増額，約 10％の選挙が減額の起きた後，初めての選挙である

ことが分かる⒆。このことから，議員報酬の増額・減額は頻繁に発生するイベ

ントでは無いこと，減額よりも増額の方が頻度が高いことが示唆される。後者

は分析期間内において，各自治体が，議員への立候補人数の減少や議会の生産

性の低下を危惧し，方策を打とうとしていたことを示す結果かもしれない。

　次に，議員報酬の 1 回の任期で増額を行った場合の増額率，減額を行った場

合の減額率のヒストグラム，要約統計量を図表 8，図表 9 において示す。

─────────────────
⒄　議員補充の為の補欠選挙・再選挙や吸収合併に伴う増員選挙は通常の選挙と性質が異なると考え

られるため分析には含めない。
⒅　特に，2010 年 3 月までに消滅した市町村の選挙は「選挙ドットコム」に掲載が無かったため，

全ての分析に含まれない。加えて，2011 年度の議員報酬額に関して東日本大震災の影響により福
島県・岩手県の一部の市町村の値が欠損となっており，こうした市町村における 2011 年度に行わ
れた選挙は分析から除外される。また，一部の変数は，前回選挙の結果に基づくものや該当選挙時
の値と前回選挙時の値の差分に基づくものであるため，分析で使用するサンプルは各市区町村の
データセットにおける 2 回目以降の選挙となる。なお，2007 年統一選はすべての選挙が各市区町
村のデータセットにおける 1 回目の選挙であったため，2007 年統一選ダミーは分析に含めない。

⒆　ここで，増額ダミー，減額ダミーの観測数が議員報酬額の観測数よりも少なくなっているのは，
前回選挙時の議員報酬額が欠損となっているサンプルが存在するためである。こうした欠損は，前
述した東日本大震災の影響を受けた自治体や新設自治体に存在している。
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　増額を行った場合の増額率の平均値は 10.9％，中央値は 5.5％であり，減額

を行った場合の減額率の平均値は 4.4％，中央値は 3.0％である。また，増額率・

減額率いずれもその殆どの観測値が 15％以下に分布している。従って，1 回の

任期で多額の増減額が行われることはめったに見られないことが分かる。さら

に減額率よりも増額率が高い傾向にあるのは，増額は前述したような意図を

持った「方策・政策」として行われ，減額は他の職員の給与や財政状況を考慮

図表 6　議員報酬額 ヒストグラム

（出所）　筆者作成
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0
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図表 7　議員報酬額・増額ダミー・減額ダミー 要約統計量

観測数 平均値
標準
偏差

最小値
第一四
分位数

中央値
第三四
分位数

最大値

議員報酬額 4550 3058.479 1307.979 848 2040 2640 3820 9530

議員報酬増額ダミー 4521 0.159 0.365 0 0 0 0 1

議員報酬減額ダミー 4521 0.099 0.298 0 0 0 0 1

（注 1） 　議員報酬額の単位は百円。
（注 2） 　最も多くの観測数を確保できた分析で用いたサンプルに基づき統計量が算出されている。
（出所） 　筆者作成
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図表 8　議員報酬増減額率 ヒストグラム

（出所）　筆者作成
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図表 9　議員報酬増減額率 要約統計量

観測数 平均値
標準
偏差

最小値
第一四
分位数

中央値
第三四
分位数

最大値

議員報酬増額率 717 0.109 0.140 0.000 0.030 0.055 0.122 0.999

議員報酬減額率 446 0.044 0.055 0.002 0.009 0.030 0.053 0.550

（注） 　増額率・減額率の統計量は，それぞれ前回から増額・減額が行われた選挙の観測値のみで算出
が行われている（0 は除外）。

（出所） 　筆者作成
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した「調整」として行われる傾向にあることを示している可能性もある。

5.　分析手法

5.1.　仮説 1，2 の検証

　まず，それぞれの被説明変数に関して以下のように線形モデルを仮定する。

  

= ⋅ + ⋅ +

= =

, , , ,log ,

1, ..., , 1, ..,

i t i t i t i tY salary X

i N t T

β γ ∊

 

（5.1）

　ここで，Yi,t は市区町村 i の分析期間内における t 回目の選挙の被説明変数

であり，β ⋅ logsalaryi,t は市区町村 i の t 回目の選挙の告示時点における対数議

員報酬額とその係数， ,i tX γ⋅ は市区町村 i の t 回目の選挙の告示年度における

コントロール変数とその係数のベクトル（定数項を含む），∊i,t は誤差項である。

　最初に，最小二乗法（OLS）による推定を行うが，OLS 推定量は一致性を

持たないと考えられる。これは一部の自治体は議員のなり手不足や議会の活性

化の度合いなどを考慮して議員報酬額を決めている可能性があり，こうした要

素は ∊i,t に含まれるために，logsalaryi,t と ∊i,t が相関を持つと考えられるためで

ある。そこで，本稿では，操作変数 zi,t を用い，2 段階最小二乗法（2SLS）に

よる ,β γ の推定を行う。zi,t には，i が市（区）であれば，同一都道府県内のそ

の市（区）以外の市（区）における前年度の対数議員報酬の平均，i が町村で

あれば，同一都道府県内のその町村以外の町村における前年度の対数議員報酬

の平均を用いる。前述した堀内（2016）は議員報酬額の決定の過程では他の自

治体との比較が行われるとしているため，zi,t は logsalaryi,t と十分な相関を持

つと考えられる。また，∊i,t は議員のなり手不足や議会の活性化の度合いなど

を含むと考えられるが，それらはその市区町村固有の要因であり zi,t とは無相

関である⒇と考えられる。なお，以上の手法では各市区町村の固定効果がコン

トロールされない。固定効果（FE）推定を行わない理由には，本稿で用いる
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データにおいて議員報酬額の各市区町村内の分散が小さいことに加え，強外生

性の仮定㉑も満たされないと考えられることが挙げられる。後者は，過去の

Yi,t の値に基づき logsalaryi,t が決定されるという「フィードバック」が存在す

る可能性があるためである。よって，この問題に対処できるダイナミックパネ

ルモデルの推定を行う。

  

, , 1 , , 1 , 1 , 2

, , 1 , , 1

( ) (log log ) ( )

( ) ( ),

1, ..., , 1, ..,

i t i t i t i t i t i t

i t i t i t i t

Y Y salary salary Y Y

X X

i N t T

β α

γ ν ν

− − − −

− −

− = ⋅ − + ⋅ −

+ − ⋅ + −

= =
 

（5.2）

以上のような固定効果を除去した 1 階階差式を用いたうえで，係数 , ,β α γ を

  

, , 1,

, , 1,

[ ( )] 0 ( 1, 2, ..., 1),

[ ( )] 0 ( 1, 2, ..., 2),

i t i ti t

i t i ti t

E z t t

EY t t

ν ν

ν ν

∗

∗

∗
-

∗
-

⋅ - = = -

⋅ - = = -
 
（5.3）

というモーメント条件を用い，2 ステップ一般化モーメント法により推定する

（Arellano and Bond, 1991; difference GMM）㉒。また，α が 1 に近いとき，こ

の手法では効率性が低下する可能性があるため，system GMM（Arellano and 

Bover, 1995）による推定も行う㉓。

　なお，Y の中には，その分布が特徴的な形状となっているものも多い㉔ため，

こうした変数には非線形モデルを仮定した分析を行う。具体的には，1 議席あ
─────────────────
⒇　他の市区町村がその市区町村における議員のなり手不足や議会の活性化の度合いを考慮し議員報

酬額を決定していたとしても，議員のなり手不足や議会の活性化の度合いに関して市区町村間で相
関が無ければ，操作変数は外生的である。なお，時間を通じて変化しない都道府県に共通する要因
は都道府県ダミーによりコントロールされているため，本稿では，こうした都道府県内で共通する
部分を除いて，議員のなり手不足や議会の活性化の度合いが市区町村間で無相関という仮定を置い
ている。

㉑　説明変数と過去・現在・将来の誤差項が無相関であるという仮定である。
㉒　この手法を用いるにあたっては，過去・現在の zi,t と現在・将来のν i,t がそれぞれ無相関であるこ

と，過去の Yi,t が現在・将来のν i,t と無相関であることを仮定している。後者の仮定は，(ν i,t - ν i,t-1)
が自己相関を持つ場合危うくなるが，残差に 2 次の自己相関（AR（2））が存在するかどうかの検定
を行い自己相関が無いことを確認する。
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たり立候補人数及び議員提案条例可決数の分析においてポアソン擬似最尤

（Poisson Pseudo Maximum Likelihood; PPML）推定を行う。ここでは Yi,t が

, ,exp( log )i t i tsalary Xθ δ⋅ + ⋅ の期待値を持つポアソン分布に従うと考えるが，

仮にポアソン分布に従っていなくても条件付期待値が正しく定式化されている

限り推定量は一致性を持つとされている。なお 1 議席あたり立候補人数（c）

は以下の変換を行ったものを推定に用いる㉕。

  

, ,

,

,

1 ( 1)

0 ( 1)

i t i t

i t

i t

c c
c

c

∗
 - ≥= 
 <  

（5.4）

　また，立候補者女性割合の分析では，期待値がとりうる範囲を 0 と 1 の間の

実数とするため，その関数形として標準正規確率変数の累積分布関数を仮定し

擬似最尤推定を行う（Papke and Wooldridge, 1996; Fractional Probit; FPML）。

　さらにこれらの非線形モデルでも操作変数 zi,t を用い，2 段階残差投入法

（Terza et al., 2008; 2 Stage Residual Inclusion; 2SRI）による推定を行う。

5.2.　仮説 3，4 の検証

  
1, ..., , 1, ...,i N t T= =

, , , , ,i t i t i t i i tY UP Xτ ζ ω η= ⋅ + ⋅ + +

 

（5.5）

─────────────────
㉓　difference GMM の仮定に加え，E[μ i･zi,t], E [μ i･Yi,t-1］がそれぞれ時間を通じて一定という仮定

をおく必要がある（μ i は市区町村固定効果）。なお GMM 推定では多くの操作変数を用いることに
なるが，全ての変数が外生的であるかどうかについて，Hansen の過剰識別制約検定により示唆を
得る。また system GMM 推定では，difference GMM で用いた操作変数が外生的であるという仮
定の下で system GMM で追加的に用いた操作変数が外生的であるかを検定する差分 Hansen 検定
も行う（Roodman, 2009）。

㉔　例えば，1 議席あたり立候補人数は 1 周辺をとる観測値が多く，立候補者女性割合は取りうる範
囲が 0 以上 1 以下に限定される。また，任期中の議員提案条例可決数は 0 以上の整数の値以外を取
らず，0 が多いという特徴がある。

㉕　この変換を行うことで，被説明変数が負の値を取らなくなり，PPML 推定において全ての観測
値を分析に含めることができる。
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　仮説 3，4 の検証では，以上のモデルを推定する。ここで，UPi,t は t - 1 回

目の選挙の告示時点に比べ t 回目の選挙の告示時点の市区町村 i の議員報酬額

が増額したことを示すダミー変数である。またω i は市区町村 i の固定効果，

η i,t は市区町村 i の時間を通じて変化する観測不可能な要因である。UPi,t は各

市区町村内の変動は十分大きく，また Yi,t は有権者の投票行動であり，Yi,t-1 か

ら UPi,t への「フィードバック」は起きにくいと考えられるため OLS・FE 推

定を行う。さらに，住民の地方自治への関心の強さなど説明変数と相関を持つ

可能性がある要因が誤差項に含まれることも考えられるため，仮説 1，2 の検

証と同様，操作変数を用いた推定も行う。操作変数は i が市（区）であれば，

同一都道府県内のその市（区）以外の市（区）におけるその年度の 4 月 1 日ま

での 4 年間で増額を行った市（区）の割合である。また i が町村であれば，同

一都道府県内のその町村以外の町村における同様の割合である。この操作変数

を用い，2SLS 推定，固定効果操作変数（FEIV）推定を行う。

　加えて，仮説 3，4 の検証における被説明変数は調整済み現職 1 人あたり得

票率，投票率であり，これらの変数も 0 以上 1 以下以外の値を取らないという

特徴があるため，非線形モデルの推定（FPML 推定・2SRI 推定）も行う。

　ここで，仮説 3，4 の検証においては，減額ダミーは説明変数としてモデル

に加えない。これは，そもそも今回の仮説においては，減額が興味の対象となっ

ておらず，何らかの影響を持つと想定していないこと，また，減額ダミーが 1

を取る割合が約 10％とあまり多くないことが理由である。こうした，減額ダ

ミーを分析に加えないことで，推定量の効率性が高まり，より精度の高い推定

結果を得られると考えられる。なお，減額ダミーが何らかの影響をもたらす可

能性については，付録 A において，減額ダミーを説明変数として加えたモデ

ルの推定結果を報告することで検討する。
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6.　結果

6.1.　報酬額と立候補者の人数・属性

　図表 10 列（1）-（6）は，被説明変数を 1 議席あたり立候補人数としたモデルの

推定結果である。OLS 推定・PPML 推定に基づく結果（列（1）-（2））は議員報

酬額の効果が正で 1％水準で有意であることを示している。また，2SLS・

2SRI・GMM 推定（列（3）-（6））においても，効果は正と推定された（10％水

準で統計的に有意であった）。以上の結果は仮説 1 を一定程度支持するもので

ある。また，効果の大きさに関して，報酬額が 10％増えると㉖，1 議席あたり

の立候補人数が，2SLS・2SRI では 0.015 人程度，difference GMM では 0.142

人程度，system GMM では 0.028 人程度平均的に増えるという推定結果が得ら

れている。これらの結果は，議席数が 20 人の議会を考えると，報酬額の 10％

の増額で 0.3-2.8 人程度しか立候補者が増えないことを示している。

　市民候補者モデルに基づく場合，この結果は，市区町村議会議員について，

「政策を実現できること以外の当選のベネフィット」のうち，議員報酬の占め

る割合が限定的であるという可能性を示したものかもしれない。立候補の意思

決定においては議員報酬よりも議員になり地域社会に一定の影響力を持つこと

が重要である可能性がある。その場合，議員報酬額の増額は 1 議席あたりの立

候補人数に影響を与えるもののその影響は小さいものになるのかもしれない。

　図表 10 列（7）-（12）は被説明変数を立候補者女性割合としたモデルの推定結

果である。多くの推定において，議員報酬額の効果は負と推定されたが統計的

には 5％水準で有意でなかった。したがって議員報酬額が立候補者女性割合に

影響を与えることを示すだけの強い証拠は得られなかったといえる。

　また，図表 11 列（1）-（4）は被説明変数を立候補者の平均年齢としたモデルの

─────────────────
㉖　今回のサンプルにおける平均的な増額率とほぼ一致する。
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推定結果である。この被説明変数に関しては，difference GMM（列（3））を除

いては，全ての推定結果で議員報酬額の効果は負で 5％水準で有意であった。

結果は報酬額が 10％増えると 0.29 歳から 0.82 歳程度平均年齢が下がることを

示唆している。この結果からは効果としては大きくないものの，議員報酬の増

額が立候補者の若返りを促す効果を持つ可能性があることが分かる。

　立候補者平均年齢の分析の結果は，日本では一般的に高齢層よりも若年層の

方が低所得であることを考慮すると，Mattozzi and Merlo（2008）の理論を部

分的にサポートするものかもしれない。彼らは，議員報酬が増額されると，高

所得者に比べ低所得者の方が議員という職業をより魅力的に感じるとしてい

る。なお，立候補者女性割合の分析の結果については，女性は男性よりも一般

的に低所得であるが，地方議員という職業を職業選択において考慮する女性が

少ないために，議員報酬額が高い場合に女性割合が高くなるという関係がみら

れないのかもしれない。これには，そもそも日本の地方議会における女性議

員・立候補者の割合が絶対的に少ないことが関係している可能性がある。

6.2.　報酬額と議員提案条例可決数

　図表 11 列（5）-（10）は任期中の議員提案条例可決数を被説明変数としたモデ

ルの推定結果である。この分析に関しては，選挙時点の当選者の属性を説明変

数に含めていないモデル（奇数列）と含めたモデル（偶数列）の 2 種類を推定

した。後者は議員の属性の変化を議員報酬額の影響に含めないモデルとして解

釈できる。全ての推定方法において，議員報酬額の効果は統計的に有意でなかっ

た。したがって，データから仮説 2 を支持する証拠は得られなかったといえる。

　こうした結果は，議員報酬額が高まるにつれて，「再選のインセンティブ」

が高まる（規律効果）ものの，「平均的な当選者の能力」が低下する（選択効果）

ために，パフォーマンスが変化しなかったと解釈することができる。選択効果

のメカニズムとしては，例えば，議員報酬額が高い場合に，多くの候補者が積
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極的な選挙運動を展開し，結果として有権者が能力の高い候補者と低い候補者

を見分けることができず当選者の能力が下がる，というものが考えられる㉗。

6.3.　報酬増額と有権者の投票行動

　図表 12 列（1）-（6）は調整済み現職 1 人あたり得票率を被説明変数としたモデ

ルの推定結果であり，増額の効果は統計的に有意でないという結果が得られ

た。したがって，今回のデータからは仮説 3 は支持されなかったといえる。

　この結果に対しては 2 通りの解釈を与えることができる。1 つ目は，有権者

は増額に対し「罰」を与えるものの，「現職」という属性がその対象として認

識されていないというものである。増額の意思決定は条例の改正である以上，

議員はそれに対し反対することもできる。有権者は各現職議員の賛成・反対の

動向を見ており，増額に賛成した議員にのみ「罰」を与えているのかもしれな

い。2 つ目の解釈として，有権者は必ずしも増額で「罰」を与えないというも

のが挙げられる。例えば，一定数の有権者は増額を正しいものとして認識して

おり，現職を含めた増額賛成派に支持票を投じているのかもしれない。

　図表 12 列（7）-（12）は投票率に関する仮説 4 を検証した推定結果である。表

によると増額ダミーの効果は正であり，OLS・FPML 推定（列（7）-（8））にお

いては有意でなかったものの，操作変数を用いた推定・固定効果を考慮した推

定（列（9）-（12））において，5％水準で有意であった。前の任期で増額を行っ

た場合にはそうでない場合に比べ，1％ pt. から 6％ pt. 程度投票率が高くなる

という結果が得られている。なお，OLS・FPML 推定では投票率の観測不可

能な要因が増額ダミーと相関を持ち増額の影響が過小評価された可能性㉘があ

る。この結果は仮説 4 には反するものの，増額に伴い投票率の上昇がみられる

─────────────────
㉗　なお，データの制約上，今回は議員提案条例の「可決数」を被説明変数としている点に注意が必

要である。日本の市区町村議会では無所属議員が多いために可決を前提とした条例案提出ができ
ず，議論が活発な場合には条例案提出後の否決が増えるかもしれない。



30 早稲田商学第 463 号

30

図
表

12
　

被
説

明
変

数
：

調
整

済
み

現
職

1
人

あ
た

り
得

票
率
・

投
票

率

調
整

済
み

現
職

1
人

あ
た

り
得

票
率

投
票

率

（
1） O
LS

（
2）

FP
M

L
（

3）
2S

LS
（

4）
2S

RI
（

5） FE
（

6）
FE

IV
（

7） O
LS

（
8）

FP
M

L
（

9）
2S

LS
（

10
）

2S
RI

（
11
）

FE
（

12
）

FE
IV

報
酬

増
額

ダ
ミ

ー
-.0

02
（

.00
4）

-.0
02

（
.00

4）
-.0

03
（

.02
8）

-.0
03

（
.03

1）
.00

6
（

.00
6）

-.0
07

（
.03

3）
.00

5
（

.00
3）

.00
5

（
.00

3）
.06

0*
**

（
.02

1）
.05

3*
**

（
.02

0）
.00

8*
**

（
.00

3）
.04

3*
*

（
.01

8）

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

変
数

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

種
別

ダ
ミ

ー
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es

都
道

府
県

ダ
ミ

ー
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es

年
度

ダ
ミ

ー
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es
Y

es

市
区

町
村

固
定

効
果

Y
es

Y
es

Y
es

Y
es

観
測

数
24

27
24

27
24

25
24

25
24

27
24

25
23

83
23

83
23

76
23

76
23

83
23

76

第
1

段
階

F
統

計
量

28
.25

18
.18

35
.32

21
.64

（
注
） 　

絶
対

値
が

1
未

満
の

値
で

あ
る

場
合
，

1
の

位
の

0
は

省
略

し
て

い
る
。

O
LS
・

2S
LS
・

FE
IV

で
は

係
数

の
推

定
値
，

FP
M

L・
2S

RI
で

は
各

変
数

の
平

均
限

界
効

果
の

推
定

値
を

報
告

し
て

い
る
（

全
て

の
値

は
そ

の
変

数
が

1
単

位
増

加
す

る
こ

と
の

効
果

と
し

て
解

釈
で

き
る
）。

括
弧

内
は

標
準

誤
差

で
あ

り
，

2S
RI

以
外

で
は

各
市

区
町

村
を

1
つ

の
ク

ラ
ス

タ
ー

と
し

た
ク

ラ
ス

タ
ー

ロ
バ

ス
ト

標
準

誤
差
，

2S
RI

で
は

同
様

の
ク

ラ
ス

タ
ー

を
考

慮
し

た
ブ

ー
ト

ス
ト

ラ
ッ

プ
標

準
誤

差
を

報
告

し
て

い
る
。

***
は

1％
水

準
，

**
は

5％
水

準
，

*は
10

％
水

準
で

有
意

で
あ

る
こ

と
を

そ
れ

ぞ
れ

示
し

て
い

る
。

ま
た

第
1

段
階

F
統

計
量

は
第

1
段

階
の

モ
デ

ル
に

お
け

る
操

作
変

数
の

係
数

が
0

で
あ

る
と

い
う

帰
無

仮
説

を
検

定
し

た
も

の
で

あ
る
（

弱
操

作
変

数
の

検
定
）。

結
果

と
し

て
統

計
量

は
10

を
上

回
っ

て
お

り
，

操
作

変
数

は
大

い
に

妥
当

で
あ

っ
た
。

な
お
，

紙
面

の
都

合
上

全
て

の
モ

デ
ル

の
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
変

数
の

係
数
・

効
果

は
省

略
し

て
い

る
。

（
出

所
） 　

筆
者

作
成



31日本の地方議会における議員報酬と選挙・議会活動

31

ことから，有権者が投票行動で何らかの意志を示している可能性を示唆してい

る。

　こうした可能性は先行研究が指摘していないものであり一考に値する。この

結果が起きたメカニズムとしては，報酬額の増額によりその是非が選挙の争点

の 1 つとして浮上したというものが挙げられるかもしれない。例えば，増額が

正しかったと考える有権者が増額賛成派へ，また正しくなかったと考える有権

者が増額反対派への支持を示すために，より積極的に投票に参加した可能性が

ある。また，投票先に拘わらず「選挙に行って政治・地方自治への関心を示す」

ことで増額に反対を示したものである可能性もある㉙。

7.　結論

　本稿では，日本の市区町村議会に着目し，議員報酬額が立候補人数や立候補

者の属性・任期中のパフォーマンスに与える影響，議員報酬の増額が有権者の

投票行動に与える影響の推定を行った。結果として，議員報酬額が 1 議席あた

りの立候補人数に正の影響・立候補者平均年齢に負の影響を与えることが示唆

された。一方で，こうした効果は大きさとしては比較的小さいこと，立候補者

女性割合・任期中の議員提案条例可決数には議員報酬額は影響を与えないこと

が示唆された。さらに，本稿の結果は，議員報酬を増額すると次の選挙の投票

率が低くなるという仮説に反し，議員報酬の増額により投票率が高まる可能性
─────────────────
㉘　こうした要因として「地域における地方自治への関心」がある。関心が低い場合に投票率は低く

なると考えられる一方，議員・行政は市民の監視の目が薄れていると感じ自分たちを利する政策で
ある増額を積極的に行うかもしれない。

㉙　なお，仮説 3，4 の検証においては，被説明変数の 1 期ラグからの「フィードバック」を考慮し
た GMM 推定を行っていない。推定を行わなかった理由としては，第 5 章において述べたように
「フィードバック」が起きる蓋然性が低いことに加え，欠損値が多く推定を行う場合にはサンプル
サイズが非常に少なくなることが挙げられる。仮にこうした「フィードバック」が存在する場合，
今回用いた推定量にはバイアスが生じている可能性がある。例えば，前回の投票率や現職得票率が
高かった場合に，「強く信任を得た」あるいは「次回の当選の確率が高い」と考えて報酬の増額を
行うといった議会が存在する場合，被説明変数の 1 期ラグの係数は正であると考えられるために，
増額ダミーの係数は過大評価されている可能性がある。
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を示唆しているほか，増額しても現職と現職以外の 1 人あたり得票率の比が変

化しないことを示唆している。本稿は，筆者が知りうる限り，日本の地方議会

における議員報酬額の影響を初めて推定した研究であり，また議員報酬の増額

が有権者の投票行動に与える可能性を初めて指摘した研究である。

　本稿の結果は，日本の市区町村議会において今後議員報酬額をどのように設

定すべきかに関して一定の示唆を与える。本稿における様々な推定結果は，議

員報酬額の変化で立候補者の人数や属性に変化はない，または変化があっても

選挙や議会の様相を一変させるほどその効果は大きくないという点で一致が見

られる。したがって，選挙や議会の活性化を目指すことを目的とした少額の議

員報酬増額の効果はさほど大きくない蓋然性が高く，活性化を目指す場合，基

本的には別の方策を同時に考えていくべきである。一方で，議員報酬額の増額

を行った場合に投票率が高まることが示唆されており，増額は選挙において 1

つの争点となる可能性がある。したがって，増額を行うことで，報酬を含めた

地方議員の在り方を地域で議論するきっかけにすることができるかもしれない。

　なお本稿の分析結果の解釈には 3 点注意が必要である。1 点目は，本稿で扱っ

た被説明変数のうち，調整済み現職 1 人あたり得票率・投票率は，選挙戦が発

生しない場合にその値が観測されないということである。これらの変数の分析

結果を，無投票当選が頻繁におきる市区町村に当てはめるのは不適切であるか

もしれない。また 2 点目は，こうした理由のある欠損のほかにも被説明変数に

一定数の欠損がみられるということである。このような欠損を本稿はランダム

なものとして扱っているが，もし欠損に何らかのメカニズムが存在する場合，

推定にはバイアスが生じているかもしれない。3 点目は議員報酬額と議員の期

末手当（民間企業における賞与に該当する）を区別して考えていないというこ

とである。今回は期末手当の額を入手できなかったため，期末手当の額の変動

による被説明変数への影響を「議員報酬額の影響」に含めている。これは，期

末手当が基本的には議員報酬額に「支給率」を乗した値として設定されている



33日本の地方議会における議員報酬と選挙・議会活動

33

という事実に基づき（全国町村議会議長会，2021），議員報酬額が変化すると

期末手当も同時に変化すると考えているということである。よって，今回の議

員報酬額の影響は期末手当額を一定にしたうえでの影響として解釈すべきでな

い㉚。
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付録A.　仮説 3，4の検証：減額ダミーを含めた分析

　ここでは，仮説 3，4 の検証において，増額ダミーに加え，減額ダミーを説

明変数として加えた場合の推定結果を報告する。

　2SLS・2SRI・FEIV 推定では，操作変数として，本論での分析で利用した

同一都道府県内の自治体における過去 4 年間の増額の割合のほか，同様の減額

の割合を用いた。操作変数を複数用いているため，操作変数が弱くないことの

確認として，Cragg-Donald Wald F 統計量を算出したが，一部の推定では，

Stock-Yogo 検定の 10％の棄却値（7.03）を下回っていることが確認できる。
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したがって，本論の分析で使用していない減額の割合という変数が弱い操作変

数である可能性を否定できないといえる。

　図表 A1 の列（1）-（6）は調整済み現職 1 人あたり得票率を被説明変数とした

推定の結果である。増額ダミーの係数・効果は本論での結果と同じく，いずれ

の手法においても統計的に有意でなかった。また，減額ダミーの係数・効果に

ついても統計的に有意ではなく，減額をしても，現職の得票率に影響はないこ

とが示唆される。

　図表 A1 の列（7）-（12）は投票率を被説明変数とした推定の結果である。増額

ダミーの係数・効果は，本論での結果と同じく，2SLS・2SRI・FE・FEIV 推

定において 5％水準で有意であった。また，増額を行った場合，増額・減額を

行わなかった場合に比べ 1％ pt. から 9％ pt. 程度投票率が高まるという結果が

得られ，係数・効果の大きさについても本論と大きな相違がない結果が得られ

たといえる。減額ダミーの係数・効果に関しては，すべての手法で，点推定値

は正であった一方 5％水準で有意でなかった。したがって減額が起きた場合に

投票率が高まることを示すだけの証拠はこの分析では得られなかったといえ

る。こうした結果は増額を行った場合に比べ，減額を行った場合には，議員報

酬が選挙における争点にはなりづらいということを示しているのかもしれない。

　また，本論での分析と比べて，全体的に増額ダミーの係数・効果の標準誤差

が大きい傾向にあり，推定の精度が悪化したことが示唆される。このことから，

本論での説明変数の選択は適切であったと結論づける。
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